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中 間 配 当 支 払 開 始 日            平成 15 年 11 月 17 日　　　　　　単元株制度採用の有無　有（1 単元 1,000 株）

１．15 年８月中間期の業績（平成 15 年３月１日～平成15 年８月31 日）

（１） 経営成績　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営　業　収　益

〔売 　上　 高〕
営　業　利　益 経　常　利　益

                百万円   　　 ％          百万円　　　  　％           百万円 　　　　 ％

15 年８月中間期
　　 ４５８,４７０ △ 2.9

〔   ４５１,７２７ △ 3.2〕
   ６,５２８  　718.8         ６,４２６  　230.9

14 年８月中間期
　　 ４７２,１４１ △ 3.8

〔   ４６６,６０６ △ 4.1〕
   　 ７９７  △ 72.5   １,９４１  △ 46.9

１５年２月期
　   ９６３,６９４ △ 3.1

  〔 ９５２,８２４ △ 3.3〕
   ８,１８１  △  2.0   ９,５１９   　 0.9

中間（当期）純利益
１株当たり

中間（当期）純利益

              百万円　   　　 ％ 　　　　　円 　　銭

15 年８月中間期   　 ２４,４７６ ― 　　　７９．３６

14 年８月中間期 △　　 　　 ３２９ ― △   　　１．０７

１５年２月期   　 　２,３８７ ― ７．８２

(注)1.期中平均株式数  15 年８月中間期 308,392,469 株 　14 年８月中間期 305,017,911 株　15年２月期 304,975,951 株

　　2.会計処理の方法の変更　有･無

　　3.営業収益〔売上高〕､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は､対前年中間(当期)

増減率

（２）配当状況
１株当たり

中間配当金

１株当たり

年間配当金
              円 　銭               円 　銭

15 年８月中間期 ３．７５ 　　　　　　　―

14 年８月中間期 ３．７５ 　　　　　　　―

１５年２月期 ― ７．５０

（３）財政状態

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本        
百万円 百万円 ％ 　　　　　　　円　　銭

15 年８月中間期 ６７８,９８２ １９４,２５３ ２８．６ ６３０．２４

14 年８月中間期 ６５２,２８６ １６９,０９４ ２５．９ ５５４．３９

１５年２月期 ６５５,９４１ １６７,０５４ ２５．５ ５４７．９１

(注)1.期末発行済株式数 15 年８月中間期 308,221,403株  14 年８月中間期 305,004,992 株  15年２月期 304,892,035 株

　　2.期末自己株式数   15 年８月中間期 　　662,979株  14 年８月中間期 　 　39,390 株  15年２月期     152,347 株

２．16 年２月期の業績予想（平成 15 年３月１日～平成16 年２月29 日）

1株当たり年間配当金          営　業　収　益

〔売 　上　 高〕
営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益

期　末
百万円 百万円 百万円 百万円      円 　銭 　　円　　銭

通　　期
９２９,８００

〔９１６,８００〕

１４,５００

　

１４,３００ １,７００

　

３．７５ ７．５０

（参考）1 株当たり予想当期純利益（通期）　５円５１銭

(注)上記業績予想は、現時点での入手可能な情報に基づいておりますが、実際の業績は様々な要因により、予想数値とは異なる場合が

ございます。なお上記業績予想に関する事項は、中間決算短信(連結)の添付資料の７、８ページを参照ください。
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比　較　貸　借　対　照　表

（単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間会計期間末

（15.8.31）

前中間会計期間末

（14.8.31）

前会計年度

（15.2.28）

（ 資 産 の 部 ）        

流 動 資 産        １４９，６７８ １２５，５１０ １１６，９９３

現 金 及 び 預 金         ３５，０４１ ２４，１７７ ２１，５４８

受 取 手 形         １，８７７ ３，３２８ ２，３９６

売 掛 金         ４８，７３５ ３２，７４９ ２８，７０６

商 品         ３５，７７４ ３９，２７６ ３９，７２５

貯 蔵 品         ３２１ ３６２ ３５０

前 渡 金         ４ ４６ ６

前 払 費 用         ２，６７１ ２，７００ ２，６５２

短 期 貸 付 金         ４，９５２ ６，１１３ ７，２８５

繰 延 税 金 資 産         ４，３３４ １，９５３ ２，６０８

そ の 他         １６，１７７ １５，０８５ １２，００３

貸 倒 引 当 金         △     　　２１１ △     　　２８３ △     　　２８９

固 定 資 産        ５２９，３０４ ５２６，７７５ ５３８，９４７

有 形 固 定 資 産        ２２５，３３３ ２０１，９０３ ２０７，５４３

建 物         ８９，０２４ ７９，０２０ ８４，７０２

構 築 物         １，３０９ １，３８０ １，４２３

車 両 及 び 運 搬 具         ２ ３ ３

器 具 及 び 備 品         ８，２９２ ９，２６８ ８，６８５

土 地         １２３，６２１ １１０，７２５ １０９，６１８

建 設 仮 勘 定         ３，０８２ １，５０５ ３，１１０

無 形 固 定 資 産        ８，３７４ ８，４５５ ８，３１６

借 地 権         ５，６７５ ５，６７５ ５，６７５

そ の 他         ２，６９９ ２，７８０ ２，６４１

投資その他の資産 ２９５，５９６ ３１６，４１５ ３２３，０８７

投 資 有 価 証 券         ６６，９６８ ６７，９９１ ６２，２０８

子 会 社 株 式 ２３，６９１ ４５，４４６ ４１，４４５

長 期 貸 付 金         ８９，６３０ １３２，２２１ ８７，１５５

長 期 保 証 金         １０８，９６３ ４７，１９７ １０９，７２６

繰 延 税 金 資 産         １８，６３９ ３６，２８７ ３３，４５４

そ の 他         ３，４８６ ４，３５４ ３，６３２

貸 倒 引 当 金         △   １５，７８４ △   １７，０８２ △   １４，５３６

資 産 合 計        ６７８，９８２ ６５２，２８６ ６５５，９４１
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（単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間会計期間末

（15.8.31）

前中間会計期間末

（14.8.31）

前会計年度

（15.2.28）

（ 負 債 の 部 ）        

流 動 負 債        ２５３，８１１ ２３９，５４１ ２１７，４４０

支 払 手 形         １８９ ９０２ ６５０

買 掛 金         ７９，３７５ ８２，６７３ ７２，４２１

短 期 借 入 金         ３９，５２１ ３９，２７５ ３７，４２８

社債(１年以内償還) １０，０００ ５，０００ ―

未 払 金 １３，０９３ １５，７０１ １０，８８４

未 払 法 人 税 等         １０，４３０ １２８ ２３０

未 払 消 費 税 等         １，７５５ １，２４０ １，３８１

未 払 費 用         ６，６６０ ６，４１４ ８，４１１

前 受 金         ６９１ 　　４８２ １，０３８

商 品 券         ４１，５９１ ４２，２７６ ４０，５１６

預 り 金         ４６，０９２ ４３，６３１ ４３，２０５

ポイント金券引当金 ３，１１０ ― ―

そ の 他         １，３００ １，８１４ １，２７０

固 定 負 債        ２３０，９１７ ２４３，６５０ ２７１，４４６

社 債         ３０，０００ ３０，０００ ４０，０００

長 期 借 入 金         １２２，６２５ ９９，９３６ １１８，５２２

退 職 給 付 引 当 金         ６６，５１１ １０３，０２１ １０２，５３０

役員退職慰労引当金 ２３２ ３７５ ４２４

長 期 預 り 金         ７，０３５ ５，９９４ ５，９４０

再評価に係る繰延税金負債         ２，３１６ ２，０１４ １，７７６

長 期 未 払 金         ２，１９６ ２，３０７ ２，２５２

負 債 合 計        ４８４，７２９ ４８３，１９１ ４８８，８８６

（ 資 本 の 部 ）        

資 本 金        ３９，０８５ ３８，８４５ ３８，８４５

資 本 剰 余 金        ２７，０８５ ２７，０８５ ２７，０８５

資 本 準 備 金         ９，７１１ ９，７１１ ９，７１１

その他の資本剰余金         １７，３７４ １７，３７３ １７，３７３

利 益 剰 余 金        １１７，６４１ 　９５，７２０ ９４，５８６

任 意 積 立 金        ８５，８２６ ８４，４８３ ８４，４８３

　　 　中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 ３１，８１４ 　１１，２３６ １０，１０３

土地再評価差額金 ３，４１７ ２，７８１ ２，４５２

その他有価証券評価差額金 ７，３７８ ４，６９０ ４，１６９

自 己 株 式        △　　　　３５５ △　　　　　２９ △　　　　　８５

資 本 合 計        １９４，２５３ １６９，０９４ １６７，０５４

負 債 資 本 合 計        ６７８，９８２ ６５２，２８６ ６５５，９４１

－３－



比　較　損　益　計　算　書

（単位　百万円）

　　　　　　　期　　別

科　　目

当中間会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前会計年度

（14.3.1～15.2.28）

（経常損益の部）

売 上 高        ４５１，７２７ ４６６，６０６ ９５２，８２４

その他の営業収入        ６，７４３ ５，５３４ １０，８６９

営
業
収
益
営業収益計      ４５８，４７０ ４７２，１４１ ９６３，６９４

売 上 原 価        ３２７，３２５ ３３７，８８８ ６９２，０２８

販売費一般管理費 １２４，６１６ １３３，４５５ ２６３，４８４

営
業
損
益
の
部

営
業
費
用
営業費用計      ４５１，９４２ ４７１，３４３ ９５５，５１２

営 業 利 益        ６，５２８ ７９７ ８，１８１

受取利息・配当金 ２，０１１ ３，０９３ ５，１１４

雑 収 入        ２，０６０ ２，５５０ ４，３５４

営
業
外
収
益 営業外収益計 ４，０７１ ５，６４３ ９，４６９

支 払 利 息        ２，４４１ ２，１０８ ４，２５４

雑 損 失        １，７３１ ２，３９０ ３，８７６

営
業
外
損
益
の
部

営
業
外
費
用 営業外費用計 ４，１７３ ４，４９９ ８，１３１

経 常 利 益        ６，４２６ １，９４１ ９，５１９

（特別損益の部）

土 地 売 却 益 ５０３ ３２ １，０２３

投資有価証券売却益          ２，３６２ ― ―

子会社株式売却益 １１，０７６ ― ―

厚生年金基金代行返上益 ３４，３６２ ― ―

貸倒引当金戻入益          ― ８３ ２，８４８

特
別
利
益

特 別 利 益 計        ４８，３０５ １１５ ３，８７１

土 地 売 却 損 ７８９ ５ １１

固 定 資 産 除 却 損 ５８２ １，８６８ ２，４４３

固 定 資 産 評 価 損 ２，０１９ ― ―

子会社株式評価損 ― １４１ １４２

投資有価証券売却損及び評価損          ６ ３９１ ５，４４０

会員権売却損及び評価損          ― ２２ ２５

早期退職制度に伴う割増金          ２，１４５ ３０６ ７３５

ポ イ ン ト 金 券 引 当 金 繰 入 額 ３，０１３ ― ―

商 品 評 価 損 ４３４ ― ―

貸倒引当金繰入額          ７３７ ― ８０

特

別

損

失

特 別 損 失 計        ９，７２８   　　　２，７３５ ８，８７９

税引前中間 (当 期 )純 利 益 (純 損 失 △) ４５，００２ △  　　　　６７８ ４，５１２

法人税、住民税及び事業税 １０，８４７ １３０ ９５

法 人 税 等 調 整 額            ９，６７９ △ 　　　　 ４７８ ２，０３０

中間(当 期)純 利 益(純損失△) ２４，４７６ △ 　　　　 ３２９ ２，３８７

前 期 繰 越 利 益            ８，９５９ ５，５８１ ５，５８１

利 益 準 備 金 取 崩 額 　― ５，９９３ 　５，９９３

中 間 配 当 額            　― 　― １，１４３

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 １，０４０ △ 　　 　　　　９ ３１９

子 会 社 株 式 消 却 損 △　　 　２，６６１ 　― △　　　３，０３５

中間（当期）未処分利益 ３１，８１４ 　　　１１，２３６ １０，１０３

－４－



中間財務諸表作成の基本となる事項

１． 資産の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

有 価 証 券       　 満期保有目的の債券

　　　　　　　　　　　　　　償却原価法

子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券（時価のあるもの）

　　　　　　　　　　　　　  中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

その他有価証券（時価のないもの）

移動平均法による原価法

　　　 デリバティブ    時価法

商 品 　売価還元法及び個別法による原価法

ただし、通信販売事業本部の商品は先入先出法による原価法

貯 蔵 品   先入先出法による原価法

２． 固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります。

有形固定資産     定額法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

無形固定資産    定額法を採用しております。なお、償却年数については、法人税法に規定

　　　　　　　　　 する方法と同一の基準によっております。

但し、将来の収益獲得又は費用削減が確実なコンピュータソフトウェア開

発費については、５年間で均等償却しております。

３．重要な引当金の計上の方法は次のとおりであります。

貸 倒 引 当 金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められ

る額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10 年)による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）による定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処

理しております。

　　　役員退職慰労引当金       　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を

引当計上しております。

　ﾎ ﾟ ｲ ﾝ ﾄ 金 券 引 当金 　 ポイント金券の発行に備えるため、当中間会計期間末におけるポイント残

　　　　　　　　　　高に対する将来の金券発行見積り額のうち費用負担となる原価相当額を計

　　　　　　　　　　上しております。

４．リース取引の処理方法は次のとおりであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法は次の通りであります。

　　　ヘッジ会計の方法       　　 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約取引・スワップ取引

については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行ってお

ります。

　　　ヘ ッ ジ 手 段       　　 為替予約取引・スワップ取引を行っております。

　　　ヘ ッ ジ 対 象       　　 外貨建営業債権・債務及び貸付金
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　　　ヘ ッ ジ 方 針       　　 当社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスクをヘッジすることとし

                        ております。

　　　ヘッジ有効性評価の方法       　　 ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎会計年度末（中間会計期間末を

                        含む）に個別取引ごとにヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段と

　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象の資産・負債又は予定取引に関する重要な条件が同一であり、

　　　　　　　　　　　　高い有効性があるとみなされる場合には有効性の判定を省略しております。

リスク管理体制     重要な取引については、当社の経理規定に従い取締役会の決議又は稟議決

裁を行い、本社管理本部財務部で取引を実行するとともに管理しておりま

す。

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

追 加 情 報          

　１．ポイント金券の費用処理について

当社は、タカシマヤクレジットカードによる売上に対してポイントを付与し、一定のポイント獲

得者からの請求によって、ポイント金券(「お買物券」)を発行しております。

従来より、当該ポイント金券については、金券の発行時にその発行金額を債務として認識し費用計

上して参りましたが、これに加え、付与ポイントに対する金券の発行実績のデータが蓄積され、発

行見積り額の合理的な算定が可能となったので、ポイント金券費用をより合理的に認識するため、

当中間会計期間からポイント金券未発行のポイント残高に対しても、将来の金券発行見積り額のう

ち費用負担となる原価相当額について費用処理し、ポイント金券引当金を計上することといたしま

した。これに伴い、前期末におけるポイント残高に対して当中間会計期間以降に発行される金券の

見積り額の原価相当額 3,013 百万円を特別損失で一括計上しております。

この結果、従来の方法と比較して当中間会計期間の営業利益及び経常利益は 96 百万円、また、

税引前中間純利益は 3,110 百万円減少しております。

２.立川店の店舗及び土地の一部取得に伴う損失の計上について

当社は立川店の店舗及び土地の一部を都市基盤整備公団(以下、公団という)より平成 6 年 10月か

ら賃借しており、平成 16 年 10月の当初賃貸借期間満了日後も契約に基づき協議のうえ継続するこ

とを予定しておりましたが、公団から賃貸借の継続について同意を得ることが出来ませんでした。

なお、契約では、双方の合意がなければ賃貸借契約は継続できず、当該物件を購入することとされ

ており、当社は平成 15 年 3月 24日開催の取締役会において平成 16年 2 月末日を目処に賃借を終

了し当該店舗及び土地を購入することを決議いたしました。

契約上の譲渡金額は 35,632 百万円でありますが、この間における当初見込みを超えた経済情勢の

大きな変動や不動産価額の著しい下落を根拠に、譲渡金額を引下げるべく平成 15 年 5 月に公団に

対して、「譲渡代金債務の一部不存在」に関する調停申し立てを東京地方裁判所に行いましたが不

調に終りました。当社は平成 15 年 9 月に公団に対して、「譲渡代金債務の一部不存在」の確認を

求めて提訴し、現在東京地方裁判所において係争中であります。

従いまして取得価額は未定でありますが、確定した譲渡金額と取得時の時価（最近の時価約 80 億

円）との差額につきましては、当該物件取得時に損失として計上する予定であります。
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注 記 事 項          

　貸借対照表関係        

　１．有形固定資産の減価償却累計額    142,166 百万円

　２．担保に供している資産　　　　　　116,917 百万円

３. 保 証 債 務               17,116 百万円

４. 自 己 株 式 の 数　　      　  662,979 株

５. 当中間期末の売掛金及び長期保証金（１年内含む）残高は、売掛債権等の流動化(信託方式及び

譲渡方式)によりそれぞれ 3,893 百万円及び 2,686百万円減少しております。

６. 中間期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当中間期

末日が金融機関の休日であったため、次の満期手形が中間期末日の残高に含まれております。

　　 　　　　　　受 取 手 形　　　　　　127百万円

　　 　　　　　　支 払 手 形　　　 　　　70百万円

重 要 な 後 発 事 象

１. 米子店の会社分割について

平成 15 年 9月 1日を期して当社米子店を新設の㈱米子髙島屋に会社分割いたしました。

① 会社分割の目的

徹底したローコスト化により事業基盤の強化を図り、独立した経営責任のもと、迅速かつ弾力的

な経営判断を行うことにより、収益性を高め市場競争力を強化していくために会社分割しました。

② 会社分割の要旨

(イ) 分割方式

当社を分割会社とし、㈱米子髙島屋を新設会社とする分社型分割(簡易分割)であります。

(ロ) 株式の割当

㈱米子髙島屋(新設会社)が本分割に際して発行する株式1,000株は全て当社に割り当てられます。

(ハ) 新設会社が承継する資産及び負債

承継する資産は現金及び預金、売掛金、棚卸資産、建物、土地及びその他の資産であり、また、

承継する負債は前受金、預り金及びその他の負債であります。

(ニ) 新設会社が承継する権利義務

㈱米子髙島屋(新設会社)は、当社から分割期日における本件営業に関する債権債務及び雇用契約

その他の権利義務を承継いたします。なお、対象債権・債務の金額は、平成 15 年 2月 28 日現在

の貸借対照表を基礎とし、これに分割期日までの増減を加除して確定いたします。

(ホ) 分割承継会社の概要

・商号　　　　　㈱米子髙島屋

・事業内容　　　百貨店業

・設立年月日　　平成 15 年 9月 1日

・本店所在地　　鳥取県米子市角盤町 1 丁目 30番地

・代表者　　　　取締役社長　宮内良雄

・資本金　　　　50 百万円

・発行済株式数　1,000 株

・総資産　　　　4,495 百万円

・株主資本　　　4,479 百万円

　　　・決算期　　　　2 月末日

　　　・従業員数　　　182 人(嘱託員、契約社員及びパート社員を含みます。)

※ 当社米子店の平成 15 年 2月期(平成 14年 3月から平成15年 2月)における売上高は 10,751百万

円であります。
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２. 新株予約権付社債の発行について

平成 15 年 9月 17日開催の取締役会の決議に基づき、下記のとおり新株予約権付社債を発行いたしま

した。

① 銘　柄　　　　　　㈱髙島屋 2010 年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

② 発行価額　　　　　本社債の額面金額の 101.0％とし、本新株予約権付社債の募集価格は、本社債

の額面金額の 103.5％とする。ただし、本社債に付せられた本新株予約権の発

行価額は無償とする。

③ 発行価額の総額　　15,150 百万円

④ 券面額の総額　　　15,000 百万円

⑤ 利率　　　　　　　利息は付さない。

⑥ 発行年月日　　　　2003 年 10 月 6 日（ロンドン時間）

⑦ 償還期限　　　　　2010 年 2 月 26 日（ロンドン時間）

⑧ 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とする。また、本新株

予約権が行使された場合に交付すべき当社普通株式の総数は、本社債の発行

価額の総額を転換価額で除した数を上限とし、当初 14,053,803 株を上限とす

る。

⑨ 新株予約権総数　　15,000 個

⑩ 新株予約権の行使に際して払込むべき金額

本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき 1 株当たりの金額は 1,078円

とする。

　⑪ 新株予約権の行使期間    2003 年 10 月 20日から 2010年 2月 12日の営業終了時（行使請求受付場所現

地時間）まで。

⑫ 新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価額のうちの資本組入額

　　　　　　　　　　　新株予約権の行使により発行する株式の発行価格中資本に組み入れる額は、

　　　　　　　　　　　当該発行価額に 0.5 を乗じ、その結果、1 円未満の端数を生じるときはその端

数を切り上げた額とする。

　⑬ 本社債の上場証券取引所     ロンドン証券取引所

　⑭ 本社債の発行に伴う手取金の額及び使途

　　　　　　　　　　　　手取金の額　　15,090 百万円

　　　　　　　　　　　　使　　　途　　当社の社債及び長期借入金の返済に充当
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リース取引に関する注記

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

（単位　百万円）

当中間会計期間末

（15.8.31）

前中間会計期間末

（14.8.31）

前会計年度

（15.2.28）

車両及び運搬具

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

８０

４８

１１４

７２

１１４

７７

中間期末(期末)残高相当額 ３１ ４１ ３６

器具及び備品       

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

７，６５１

２，６４６

９，０４７

４，５０４

８，８１６

４，３４４

中間期末(期末)残高相当額 ５，００４ ４，５４２ ４，４７２

合 計       

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

７，７３１

２，６９４

９，１６１

４，５７７

８，９３１

４，４２１

中間期末(期末)残高相当額 ５，０３６ ４，５８３ ４，５０９

　②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額　　　　　　　　　　　　  （単位　百万円）

当中間会計期間末

（15.8.31）

前中間会計期間末

（14.8.31）

前会計年度

（15.2.28）

１ 年 内 ９０４ １，４０５ １，４８１

１ 年 超        ４，１３２ ３，１７７ ３，０２７

合 計        ５，０３６ ４，５８３ ４，５０９

　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　  （単位　百万円）

当中間会計期間末

（15.8.31）

前中間会計期間末

（14.8.31）

前会計年度

（15.2.28）

支 払 リ ー ス 料        ７３８ ７０９ １，５４１

減価償却費相当額 ７３８ ７０９ １，５４１

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　（注）取得価額相当額及び未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料の

中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

２．オペレーティングリース取引

　・未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円）

当中間会計期間末

（15.8.31）

前中間会計期間末

（14.8.31）

前会計年度

（15.2.28）

１ 年 内 １４，８７７ １７，９１２ １４，８７７

１ 年 超        １６６，２６６ ２１９，７５４ １７３，７０５

合 計        １８１，１４３ ２３７，６６６ １８８，５８２

－９－



有　価　証　券　関　係

　　　　　当中間会計期間末（平成 15 年 8月 31日現在）

　　　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　　　　前中間会計期間末（平成 14 年 8月 31日現在）

　　　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　　　　前会計年度（平成 15 年 2月 28日現在）

　　　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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